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第20回統一地方選挙

加
盟
組
合
で
は
「
公
民
権
行
使
」
の

労
使
協
定
締
結
を
推
し
進
め
て
い
ま
す

公
民
権
の
行
使

ＭＣ＆Ｃ労連会長

砂川 佳信

日
々
の
お
仕
事
お
疲
れ
様
で
す
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
対
策

の
影
響
に
よ
り
、
日
々
店
頭
で
ご
苦

労
さ
れ
な
が
ら
業
務
に
取
り
組
ん
で

い
る
、
組
合
員
と
従
業
員
の
皆
様
に

敬
意
を
表
す
る
と
と
も
に
心
よ
り
感

謝
を
申
し
上
げ
ま
す
。

「
な
ぜ
労
働
組
合
が
政
治
活
動
を

す
る
の
か
」
は
、
既
に
ご
存
知
の
通

り
か
と
思
い
ま
す
。
そ
れ
は
、
労
使

交
渉
や
労
使
協
議
だ
け
で
は
解
決
で

き
な
い
問
題
を
解
決
し
私
た
ち
の
生

活
を
維
持
向
上
さ
せ
る
た
め
で
す
。

消
費
者
物
価
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス

ト
の
高
騰
へ
の
対
策
や
、
社
会
保
障

や
税
制
な
ど
の
問
題
解
決
に
は
、
政

府
に
実
効
性
の
あ
る
対
応
を
求
め
て

い
か
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。
物
価

統一地方選挙について
「統一地方選挙」とは、日本国内の地方

自治体の首長と議会議員の投票日を統一し
て全国一斉に行う４年に１度の大型選挙の
ことです。全国で選挙期間や投票日を集中
させることで、有権者の選挙への意識を高
め、投票率を向上させることを目的として
います。
投票日は２回に分けられ、知事選挙や道

府県議会議員などは「前半戦」、区市町村
の首長や議会議員の選挙は「後半戦」とい
う言い方もします。

選挙ドットコムより抜粋しました

２０２３年第２０回統一地方選挙の日程

前
半
戦

選挙区分 公示日 投票日

道府県知事 ３月２３日(木)

４月９日(日)
政令指定都市市長 ３月２６日(日)

道府県議員
３月３１日(金)

政令指定都市議会議員

後
半
戦

市区首長 市区議会議員 ４月１６日(日)
４月２３日(日)

町村首長 町村議会議員 ４月１８日(火)

労
使
協
定
締
結

ココカラファインユニオン・マツモトキヨシ労働組合をはじめ加盟組合では「公民権行使」の労使協定を締結しています

３月２１日神奈川県横浜市都筑区で撮影

左からココカラファインユニオン大石尚之中央執行委員長と
株式会社ココカラファインへルスケア塚本厚志社長

左からマツモトキヨシ労働組合砂川佳信中央執行委員長と
株式会社マツモトキヨシ松本貴志社長

上
昇
に
負
け
な
い
「
賃
上
げ
」
に
つ

い
て
も
然
り
で
す
。
実
際
に
私
た
ち

が
加
盟
し
て
る
Ｕ
Ａ
ゼ
ン
セ
ン
で
は
、

社
会
的
な
「
賃
上
げ
」
を
実
現
す
る

た
め
、
私
た
ち
の
労
使
交
渉
を
後
押

し
す
る
べ
く
、
政
府
へ
「
賃
上
げ
」

で
き
る
環
境
整
備
を
要
請
し
ま
し
た
。

国
へ
政
策
・
制
度
を
提
言
す
る
こ

と
は
も
ち
ろ
ん
で
す
が
、
実
は
「
私

た
ち
の
生
活
に
よ
り
身
近
な
問
題
を

解
決
す
る
た
め
」
に
は
地
方
自
治
体

へ
の
提
言
が
必
要
で
す
。

そ
こ
で
、
４
月
に
統
一
地
方
選
挙

が
ご
ざ
い
ま
す
。
私
た
ち
の
生
活
を

守
る
た
め
に
は
、
自
ら
行
動
し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
誰
に
投
票
す
る

か
は
自
由
で
あ
り
ま
す
が
、
ま
ず
は

「
公
民
権
の
行
使
」
投
票
に
い
き
ま

し
ょ
う
。

よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。



マツキヨココカラ＆カンパニー労働組合連合会

組合員の公民権行使に関する協定

株式会社マツモトキヨシ（以下、会社という）とＵＡゼンセンマツモトキヨシ労働組合（以下、

組合という）とは、労働基準法第7条（公民権行使の保障）に基づき、組合員の公民権行使に関し、

以下のとおり協定する。

第１条（公民権行使の保障）

会社は、組合員が勤務時間中に選挙権その他公民としての権利を行使し、義務を履行し、また

は公の職務を遂行するために必要な期間を請求したときは、これを与える。ただし、権利の行

使、義務の遂行、または公の職務の遂行に支障がない限り、請求された時間を変更することが

できる。

第２条（不利益な取り扱いの禁止）

組合員が前項による請求をしたときは、会社は当該時間において、組合員が勤務したものとし

て扱い、いかなる不利益な取り扱いもしない。

第３条（手続き）

組合員が公民権を行使しようとする場合、所属長に申し出ることとする。また、組合が組合員

本人に代わって申し出ることも可とする。これらの場合、会社は速やかに受理するものとする。

第４条（公民権行使の促進と周知）

会社と組合は、公民権行使の促進と周知をはかり、国民の投票率向上への社会的責任を果たす

ことを目的に労使共同により環境整備をはかるものとする。具体的には次の対策を講じる。

（１）会社と組合は従業員教育の一環として公民権行使に関する教育を定期的に実施する。

（２）会社と組合は投票率向上に向けて、事業所施設内において、期日前投票の促進ならびに投

票開票日における投票促進の周知をはかる。

第５条（疑義）

本協定の解釈及び運用に疑義を生じた場合は、書面をもって相手方に通告し、その日より15日

以内に協議する。

第６条（有効期間）

本協定の有効期限は、２０２３年4月1日より２０２４年3月31日までの1年間と

する。なお、本協定の発効に伴い、２０１６年６月１日を始期として甲乙間で締結した『組合

員の公民権行使に関する協定』は失効するものとする。

第７条（自動更新）

本協定は、期間満了６０日前までに、当事者のいずれからも改訂更新の申し出がない場合は、

更に1年間更新されたものとみなし、以降も同様とする。

本協定の成立を証するため、本書2通を作成し、当事者記名捺印のうえ、各自1通を所持する。

２０２３年４月１日
株式会社マツモトキヨシ
代表取締役社長 松本 貴志

UAゼンセンマツモトキヨシ労働組合
中央執行委員長 砂川 佳信

応募要項は別紙応募用紙をご覧くださいマツモトキヨシ労働組合「組合員の公民権行使に関する協定」原案を掲載しました
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